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労
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な
く
せ

３ ２2016年6月2日 （毎月15日発行　第3 種郵便物認可）2016参院選挙号外

最
賃
・
雇
用
、要
求
実
現
の
大
切
な
選
挙

　

安
倍
首
相
は
「
企
業
収
益
は
過
去

最
高
」「
1
1
0
万
人
の
雇
用
を
つ

く
っ
た
」「
ベ
ア
が
実
施
さ
れ
た
」
と

「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」の
３
年
半
の
実
績

を
豪
語
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
そ
の

実
態
は
、
5
年
連
続
の
実
質
賃
金
の

マ
イ
ナ
ス
を
は
じ
め
、
雇
用
は
非
正

規
が
1
7
2
万
人
も
増
え
、
正
規
は

23
万
人
減
少
、
非
正
規
労
働
者
が
労

働
者
全
体
の
４
割
に
達
し
ま
し
た
。

「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
で
国
民
の
く

ら
し
や
雇
用
が
良
く
な
っ
た
ど
こ
ろ

か
、
雇
用
破
壊
、
格
差
と
貧
困
が
拡

大
し
た
の
が
実
態
で
す
。
世
論
調
査

で
は
国
民
の
8
割
が
「
景
気
回
復
の

実
感
が
な
い
」
と
答
え
て
い
ま
す
。

ト
リ
ク
ル
ダ
ウ
ン
は
幻
想
に
す
ぎ
ま

せ
ん
。「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
の
失
敗
は

誰
の
目
に
も
明
ら
か
で
す
。

　

安
倍
首
相
は
私
た
ち
の
運
動
に
押

さ
れ
、「
最
賃
平
均
時
給
1
0
0
0

円
」
や
「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」
な
ど

「
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
」を
発
表
し
ま

し
た
。
し
か
し
、「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」

の
失
敗
に
対
す
る
国
民
の
批
判
を
か

わ
す
だ
け
で
、
国
民
の
く
ら
し
や
地

域
を
踏
み
台
に
し
、
一
握
り
の
大
企

業
の
利
益
の
み
に
奉
仕
す
る
グ
ロ
ー

バ
ル
競
争
国
家
づ
く
り
の
本
質
は
何

ら
変
わ
っ
て
い
ま
せ
ん
。

　

「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」の
誤
り
や
経
済

失
政
で
国
民
と
の
矛
盾
が
噴
き
出
し

て
き
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
矛
盾
や

亀
裂
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
る
も
と

で
国
民
的
共
同
を
さ
ら
に
す
す
め
、

グ
ロ
ー
バ
ル
競
争
国
家
へ
の
道
で
は

な
く
、
賃
金
底
上
げ
を
軸
に
、
格
差

是
正
・
暮
ら
し
優
先
、
中
小
企
業
振

興
な
ど
地
域
循
環
型
社
会
へ
の
転
換

が
い
ま
こ
そ
必
要
で
す
。

今
す
ぐ
時
給
1
0
0
0
円
以
上

底
上
げ
、
格
差
是
正
め
ざ
す
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「
過
労
死
ラ
イ
ン
（
月
80
時
間
超
）」
を
超
え
る

労
働
者
が
い
る
企
業
は
２
割
に
も
達
し
て
い
ま

す
。
背
景
に
は
、「
36
協
定
」
で
労
使
が
合
意
す

れ
ば
、
事
実
上
、
制
限
な
く
労
働
者
を
働
か
せ
る

こ
と
が
で
き
る
か
ら
で
す
。
さ
ら
に
安
倍
政
権

は
残
業
代
ゼ
ロ
な
ど
過
労
死
促
進
法
と
も
い
う

べ
き
労
働
基
準
法
改
悪
や
解
雇
の
金
銭
解
決
な

ど
労
働
者
保
護
の
規
制
緩
和
を
狙
っ
て
い
ま
す
。

い
ま
必
要
な
の
は
労
働
時
間
の
罰
則
付
き
上
限

規
制
で
あ
り
、
規
制
強
化
で
す
。

ま
た
派
遣
法
改
悪
や
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
、ブ
ラ
ッ

ク
バ
イ
ト
の
横
行
で
過
労
自
殺
や
メ
ン
タ
ル
を

患
う
若
者
が
増
え
、
大
き
な
社
会
問
題
と
な
っ

て
い
ま
す
。
雇
用
不
安
や
使
い
捨
て
労
働
の
根

絶
な
ど
働
く
ル
ー
ル
の
確
立
、
公
的
保
育
・
介

護
の
拡
充
と
そ
こ
で
働
く
労
働
者
の
賃
金
・
労

働
条
件
改
善
も
喫
緊
の
課
題
で
す
。

労
働
時
間
の
短
縮
、
人
間
ら
し
く

生
き
働
く
ル
ー
ル
の
確
立

2
悲
劇
を
繰
り
返
す
な
！

基
地
も
安
保
も
な
い
日
本
に

5
　

元
米
軍
海
兵
隊
員
に
よ
る
女
性
遺
体
遺
棄

と
い
う
痛
ま
し
い
事
件
が
再
び
起
き
ま
し

た
。
1
9
9
5
年
9
月
の
沖
縄
本
島
で
の
米

兵
３
人
に
よ
る
少
女
暴
行
事
件
を
契
機
に
県

内
の
基
地
の
整
理
縮
小
・
撤
去
を
求
め
る
声

は
大
き
く
沸
き
起
こ
り
ま
し
た
。
し
か
し
、

日
米
両
政
府
が
取
っ
た
態
度
は
普
天
間
基
地

の
辺
野
古
移
設
、
新
基
地
建
設
を
強
行
し
、

県
民
世
論
に
背
を
向
け
ま
し
た
。
在
日
米
軍

基
地
の
74
％
が
沖
縄
に
集
中
し
て
い
ま
す
。

基
地
問
題
は
日
本
全
体
の
問
題
で
す
。
米
軍

基
地
は
閉
鎖
・
撤
去
し
、
日
米
地
位
協
定
を

見
直
さ
な
い
限
り
、
犯
罪
の
根
絶
、
安
全
・

安
心
な
沖
縄
は
実
現
で
き
ま
せ
ん
。

　

基
地
も
安
保
も
な
い
平
和
な
沖
縄
、
日
本

を
実
現
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

元米軍海兵隊員女性遺体遺棄事件犠牲者の冥福を祈って黙とうをささ
げる緊急県民集会の参加者ら＝2016年5月25日午後２時すぎ、嘉手
納基地ゲート前（提供：琉球新報社）

　

安
倍
政
権
は
農
業
を
は
じ
め
国
の
主
権
を

脅
か
す
T
P
P
協
定
を
秘
密
主
義
で
強
行
し

よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
国
会
決
議
に

違
反
す
る
も
の
で
す
。ま
た「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」

の
失
敗
を
覆
い
隠
そ
う
と
消
費
税
の
10
％
引

き
上
げ
を
再
延
期
し
ま
し
た
。

　

い
ま
必
要
な
の
は
、
農
業
や
食
、
医
療
、
雇

用
を
破
壊
す
る
T
P
P
批
准
阻
止
や
消
費
税

増
税
の
延
期
で
な
く
、
中
止
す
る
こ
と
で
す
。

大
企
業
・
金
持
ち
減
税
を
や
め
、
所
得
の
再

配
分
、
中
小
企
業
支
援
や
地
域
経
済
振
興
な

ど
国
民
本
位
の
経
済
政
策
へ
の
転
換
で
す
。

　

世
界
の
租
税
回
避
地
に
は
日
・
米
・
中
3

カ
国
の
G
D
P
合
計
に
匹
敵
す
る
30
兆
ド
ル

が
蓄
積
さ
れ
て
い
ま
す
。「
パ
ナ
マ
文
書
」
の

全
容
解
明
と
規
制
強
化
も
必
要
で
す
。

T
P
P
批
准
阻
止
、増
税
中
止
で

国
民
本
位
の
経
済
政
策
転
換
を

3

ＴＰＰ反対の3・30ママデモ（撮影：小野寺宏友氏）

正社員の1カ月の最長残業時間

出典：東京新聞2016年5月22日付

（2014年度厚労省調べ、1610社から回答）

100時間超…11.9%

80時間超
100時間以下
…10.8%

出典：東京新聞2016年5月22日付

100時間超…11.9%

60時間超
80時間以下…13.3%

45時間超
60時間以下…10.1%

10時間超
45時間以下
…32.7%

10時間以下
…16.5%

無回答…4.6
過労死ライン超の残業

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
５
年
、
復
興
へ
の
道
筋

は
道
半
ば
で
す
。
福
島
・
南
相
馬
で
は
政
府
が

「
避
難
指
示
7
月
解
除
」
を
め
ざ
す
説
明
会
を

開
き
、
住
民
側
か
ら
時
期
尚
早
と
反
対
意
見
が

続
出
し
ま
し
た
。
ま
た
原
発
事
故
の
解
明
と
収

束
し
な
い
も
と
で
政
府
は
原
発
の
海
外
輸
出
、

国
内
原
発
の
再
稼
働
を
進
め
て
い
ま
す
。
国
民

の
6
割
が
再
稼
働
に
反
対
し
て
い
ま
す
。

　

い
ま
求
め
ら
れ
て
い
る
の
は
、
原
発
事
故
の

早
期
収
束
と
全
面
補
償
、
原
発
ゼ
ロ
、
被
災
者

生
活
再
建
支
援
法
の
抜
本
改
正
な
ど
被
災
者
が

希
望
の
持
て
る「
人
間
復
興
」で
す
。

　

大
型
開
発
・
乱
開
発
を
や
め
、
安
全
・
安
心

を
第
一
に
地
域
循
環
型
経
済
や
社
会
へ
の
転
換

を
め
ざ
し
ま
す
。 原

発
ゼ
ロ
、
人
間
復
興
に
む
け

安
全
・
安
心
社
会
の
実
現

4

原発再稼働に反対6割

出典：日本経済新聞2016年2月29日付

再稼働を
進めるべきだ…26%

再稼働を
進めるべきでない
…60%

最低賃金引き上げは世界の流れ。4月15日の全世界同時アクションは40カ国300都市で行われた。
「最低賃金1500円をめざして。いますぐどこでも1000円に」（東京・渋谷）

大企業は過去最高益

大企業の経常利益

内部留保

働く人の実質賃金
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出典：しんぶん赤旗日曜版2016年4月17日付

経常利益と内部留保は資本金10億円以上の大企業（金融・保険業を除く）、財務省統計から。
実質賃金は厚生労働省統計をもとに計算

「
憲
法
変
え
る
な
」の
声
が
高
ま
る

NHK憲法に関する意識調査（2016年4月15-17日）

憲法「改正」世論調査

朝日新聞世論調査（2016年3～4月）
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必要ある
27%

必要ない
31%

どちらともいえない
38%

必要ある
42%

必要ない
16%

どちらともいえない
39%

憲法を
「変える必要が
ある」37%

憲法を
「変える必要が
ある」37%

憲法を
「変える必要は
ない」55%

憲法を
「変える必要は
ない」55%

　憲法を「変える必要はない」と
答えた人に理由を3つまで選んで
もらったところ、「平和をもたら
したから」の72％が最多だった。
「変える必要がある」理由では「国
防の規定が不十分だから」の52％
が最も多かった。
（出典：朝日新聞デジタル2016年5月2日付）




